
国立大学法人大分大学固定資産管理規程 

平成１９年３月２６日制定 

平成１９年規程第１９号 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は，国立大学法人大分大学会計規則（平成１６年規則第７号。以下「規則」と

いう。）に定める固定資産について，適正かつ効率的な運用を図ることを目的とし，取得，保存，

貸付及び処分に関する手続その他の事項（以下「管理」という。）について必要な事項を定める。 

 

（適用範囲） 

第２条 固定資産の管理については，他に特別の定めがある場合を除き，この規程の定めるとこ

ろによる。 

 

（固定資産の範囲） 

第３条 この規程における固定資産の範囲は，規則第３３条第２項に規定する固定資産のうち，

有形固定資産及び無形固定資産とする。 

２ 有形固定資産のうち，図書の管理については，別に定める。 

 

（少額資産） 
第４条 前条の固定資産に属さない資産であって，第１条の目的に基づいて管理されるべき資産

を少額資産という。 
２ 前項に規定する少額資産は，取得価額が１０万円以上５０万円未満の有形固定資産で１年以

上使用が予定されているものとする。 
 

（固定資産及び少額資産の分類） 

第５条 国立大学法人大分大学（以下「法人」という。）が管理する固定資産及び少額資産（以下

「固定資産等」という。）は，別表第１に定めるところにより分類し，整理するものとする。 
 

（定義） 
第６条 この規程において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ当該各号の定めるところ

による。 
（１） 取得 固定資産等を購入，製作又は自家建設，寄附，交換，現物出資等により所有又

は占有すること，並びに改修又は改造による部分が修理の程度を超えて当該固定

資産等の価値又は能力を増加させることをいう。 
（２） 保存 固定資産等の効用を維持し，又は権利を保全することをいう。 
（３） 貸付け 法人以外のものに使用又は収益させることをいう。 
（４）   処分 固定資産等を売却，交換，廃棄，譲渡等により法人の支配から離すことをいう。 
（５）  除却 処分された固定資産等の登録を抹消することをいう。 

 

（固定資産等管理事務の委任） 

第７条 固定資産等の管理は，学長が行う。 

２ 学長は，固定資産等の管理に関する事務を規則第５条第１項及び第２項に規定する資産管理

役及び分任資産管理役（以下「資産管理役等」という。）に行わせるものとする。 
 

（資産管理役等） 

第８条 資産管理役等は，固定資産等の適正な管理を行うとともに，教育・研究に有効な固定資

産等の活用に努めなければならない。 

２ 資産管理役等は，固定資産等の管理に関して次の各号に掲げる事務を行う。 

（１） 固定資産等の使用状況を把握すること。 

（２） 固定資産等の取得，保存，貸付け，処分及び除却に関すること。 



（３） 第１１条に規定する管理台帳を整備すること。 

（４） 固定資産等の日常管理に対する指導助言を行うこと。 

（５） 固定資産等の実査に関すること。 

 

（管理方法等） 

第９条 資産管理役等は，固定資産等の管理を適切に行うため，別表第２に掲げる資産管理区分

に応じ，使用責任者を定めるものとする。 

２ 使用責任者は，固定資産等の使用に当たって，次の各号に定める事項を遵守し，日常管理に

当たらなければならない。 

（１） 保存及び使用の状況を明らかにすること。 

（２） 軽微な修繕を行うこと。 

（３） 災害，亡失，き損等の事故を防止するために必要な措置を講ずること。 

 （４） 有形固定資産のうち，土地，建物，建物附属設備，構築物及び立木竹について，監守

計画を作成し，実施すること。 

（５） 固定資産等の実査を実施し，報告を行うこと。 

（６） 固定資産等の適正な使用の確保に関すること。 

３ 使用責任者は，固定資産等を使用する者（以下「使用者」という。）を常に把握しなければな

らない。 

４ 使用責任者は，使用者に変更があった場合は，速やかに資産管理役等に報告しなければなら

ない。 

 

（使用者の義務） 

第１０条 使用者は，使用責任者の管理監督のもとに，善良なる管理者の注意義務をもって，固

定資産等を使用しなければならない。 

 

（管理台帳及び帳簿） 

第１１条 資産管理役等は，別に定める管理台帳を備え，固定資産等についての増減及び移動を

記録するものとする。 

２ 使用責任者は，別に定める帳簿を備え，固定資産等について保存及び使用の状況を把握する

ものとする。 

 

第２章 取得 

（取得の措置） 

第１２条 資産管理役等は，固定資産等を取得しようとするときは，別に定める手続を経なけれ

ばならない。 

 

（寄附又は交換） 

第１３条 前条の規定にかかわらず，固定資産等の寄附の受入れ又は交換する場合は，別に定め

る手続を経なければならない。 
 

（取得及び管理台帳への登録） 

第１４条 資産管理役等は，固定資産等を取得したときは，当該固定資産等を管理台帳に登録し

なければならない。 

２ 資産管理役等は，固定資産等のうち機械装置，工具器具備品及び少額資産については，種類

ごとに一連の資産番号票を貼付するものとする。 

 

（取得価額） 

第１５条 固定資産等の取得価額は，次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 購入による場合は，購入代価及び付随費用 

（２） 自家建設又は製造による場合は，適正な原価計算により算定した原価 

（３） 寄附及び現物出資による場合は，再調達価額 



（４） 交換による場合は，公正な市場価額（ただし，譲渡資産と同一種類かつ同一用途の場

合は譲渡資産の帳簿価額） 

 

第３章 保存 

（保存の原則） 

第１６条 資産管理役等は，固定資産等を法人の施設において適正に保存しなければならない。

ただし，特別の理由がある場合は，法人以外の施設に保存することができる。 

 

（権利の保全） 

第１７条 資産管理役等は，第三者に対抗するため，登記又は登録（以下「登記等」という。）

の必要がある固定資産等については，関係法令の定めるところにより，取得後速やかに登記等

を行わなければならない。 

２ 資産管理役等は，前項の登記等の記載事項に変更が生じたときは，遅滞なく変更の手続を行

わなければならない。 

 

（保険） 

第１８条 資産管理役等は，必要と認める場合には，災害等により損害を受けるおそれのある固

定資産等について，損害保険を付すことができる。 
 

第４章 運用 

（所属換） 

第１９条 資産管理役等は，固定資産等の効率的な管理を行うため，法人内で固定資産等の所属

を移すこと（以下「所属換」という。）ができる。 

２ 使用責任者は，固定資産等の効率的な管理を行うため，資産管理役等の承認を得て，所属換

をすることができる。 
 

（貸付け） 

第２０条 資産管理役等は，法人の事務又は事業に支障がないと認められる場合は，別に定める

手続により学長の承認を得て，固定資産等を法人以外の者に貸し付けることができる。ただし，

一時的な貸付けの場合は，これによらず貸し付けることができる。 

 

第５章 処分等 

（処分） 

第２１条 資産管理役等は，法人において固定資産等を使用する必要がなくなったとき又は使用す

ることができなくなったときは，別に定める手続により，固定資産等を処分することができる。 

２ 前項の固定資産等のうち，国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３５条において

準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４８条第１項に規定する重要な

財産を処分するときは，経営協議会の審議の後，役員会の議決を経なければならない。 

 

（登記等の抹消） 
第２２条 資産管理役等は，登記等をした固定資産等を処分したときは，学長に報告しなければな

らない。 
２ 資産管理役等は，登記等の抹消に必要な措置を行うものとする。 
 

（亡失又はき損） 

第２３条 使用者は，使用する固定資産等を亡失若しくはき損し，又はその事実を発見したとき

は，速やかに使用責任者に報告しなければならない。 

２ 使用責任者は，前項の報告を受けたときは，資産管理役等を通じ学長に報告するとともに，

現況を調査し，法人の事務又は事業上の障害の発生又は損害の増大等の防止のための措置を講

じなければならない。 

３ 使用責任者は，前項の措置を講じたときは，資産管理役等を通じその旨を学長に報告しなけ



ればならない。 

 

（除却） 

第２４条 資産管理役等は，次の各号に掲げる事項に該当する場合には，速やかに除却を行うも

のとする。 

（１） 災害又は盗難等により亡失したとき。 

（２） 処分を行い，所有権が消滅したとき。 

（３） 陳腐化又は不適応化により使用を停止したとき。 

 

第６章 固定資産会計 

（建設仮勘定） 

第２５条 工事契約等に基づいて新設，増設又は改良するための全ての支出は，建設仮勘定とし，

工事完成後引渡しを受けたとき，遅滞なく該当科目に振替整理するものとする。 
 

（資本的支出及び修繕費） 

第２６条 固定資産の性能の向上又は耐用年数を延長するために要した支出は，これを資本的支出

とし，その固定資産の価額に加算するものとする。 

２ 固定資産の維持保全のための支出は，修繕費として処理する。 

 

（減価償却の方法） 

第２７条 償却資産における減価償却の開始は，その資産を取得し，使用を開始した月をもって

開始月とする。 

２ 減価償却の計算方法は，定額法による。 

３ 有形固定資産の残存価額は備忘価格とし，無形固定資産は零とする。 

４ 減価償却の基準となる耐用年数は，法人税法（昭和４０年３月３１日法律第３４号）の定め

るところによる。ただし，受託研究費等により特定の研究目的のために取得した償却資産につ

いては，当該研究終了までの期間を耐用年数とする。また，中古資産を寄附等により取得した

場合は，減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵令１５号）に定

める簡便な方法により耐用年数を算出するものとする。 

５ その他特に定めのないものについては，法令等に従って会計処理を行う。 

 

（評価減） 

第２８条 耐用年数の見積りに当たって予見することのできなかった新技術の発明等の外的事情

により，固定資産が機能的に著しく減価した場合には，この事実に対応して臨時に減価償却を

行わなければならない。 

２ 災害，事故等の偶発的事情によって固定資産の実体が減失した場合には，その減失部分の金

額につき，当該固定資産の帳簿価額を減額しなければならない。 
 

（減損対象資産） 

第２９条 規則第３７条の２に規定する減損対象資産は，第５条別表第１に規定する固定資産と

する。ただし，次の各号に掲げるものは除く。 
（１） 次に掲げる全てに該当する固定資産 

ア 船舶，車両運搬具，機械装置，工具器具備品その他有形固定資産又は無形固定資産（償

却資産に限る。） 
   イ 取得価額が５，０００万円未満であること。 
   ウ 耐用年数が１０年未満であること。 

（２） 前号に該当するものを除く，備忘価格の固定資産 
（３） 第１号ウに該当しない工具器具備品のうち，取得価額が５００万円未満のもの 
（４） 図書 
（５） 美術品・収蔵品 

 



（減損対象資産の一体性の基準） 

第３０条 減損対象資産のうち土地及び建物を除き，複数の資産が一体となって使用される場合

は，当該資産を一体として減損対象資産と判断することができる。 

２ 前項の一体として判断する基準は，以下のいずれかによるものとする。 

（１） その使用において，減損対象資産が他の資産と補完的な関係を有すること。 

（２） 通常他の資産と同一目的のために同時又は時間的に近接して使用がなされることが想

定されること。 

 

（減損対象資産管理計画） 

第３１条 資産管理役は，第２９条に規定する減損対象資産について，当該資産の利用に関する

計画（以下「減損対象資産管理計画」という。）を作成しなければならない。 
２ 前項に規定するもののほか，減損対象資産管理計画に関し必要な事項は，別に定める。 

 

（減損対象資産の利用状況の把握） 
第３２条 資産管理役は，管理する減損対象資産の現況を常に把握し，正確に記録しておかなけ

ればならない。 
２ 資産管理役は，減損対象資産の全部又は一部が次に掲げる事由に該当する場合はその都度，

その他の場合は年度末に減損対象資産の利用状況を学長に報告しなければならない。 
（１） 移築等を行う場合 
（２） 交換を行う場合 
（３） 不用の決定を行う場合 
（４） 亡失等があった場合 
（５） 異常又は用途等の阻害に対する報告があった場合 
（６） その他学長が必要と認める場合 

３ 前項に規定するもののほか，減損対象資産の利用状況の把握に関し必要な事項は，別に定め

る。 
 

（減損に関する処理） 

第３３条 減損対象資産に減損が生じている可能性を示す事象（以下「減損の兆候」という。）

の有無の判定及び認識は，前条第２項各号に規定する場合はその都度，その他の場合は年度末

に資産管理役が行うものとする。 

２ 資産管理役が減損の兆候の判定及び認識を行うに当たっては，必要に応じて，第３１条に規

定する減損対象資産管理計画及び前条に規定する減損対象資産の利用状況等を勘案するものと

する。 

３ 減損の兆候の判定及び認識の基準は，別に定める。 

４ その他減損に関する必要な処理は，資産管理役が行うものとする。 

 

第７章 実査 

 （実査） 

第３４条 使用責任者は，有形固定資産のうち備忘価格のものを除き，毎事業年度に一度，当該

資産の実査を行い，現品の管理状況の適否及び帳簿記録の正否を実地に確かめ，資産管理役等

を通じ学長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，資産管理役等が必要と認めたときは，随時使用責任者に有形固定

資産及び少額資産の実査の実施及び報告を求めることができる。 

３ 使用責任者は，帳簿記録と現品の照合に差異を認めたときは，その原因を調査し，資産管理

役等を通じ学長に報告するとともに，差異の原因について対策を講じ，再発の防止に努めなけ

ればならない。 
 

第８章 その他 

（担保） 

第３５条 学長は，固定資産を担保に供しようとするときは，資産管理役に命じて速やかに必要



な措置を講じなければならない。 

 

（借用資産） 

第３６条 法人が借用する固定資産等の管理については，この規程を準用する。 

 

第９章 雑則 

（雑則） 

第３７条 この規程に定めるもののほか，固定資産の管理に関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

１ この規程は，平成１９年４月１日から施行する。 
２ 国立大学法人大分大学不動産管理規程（平成１６年規程第５６号）及び国立大学法人大分大

学物品管理規程（平成１６年規程第５７号）は，廃止する。 
 

附 則（平成２０年規程第５３号） 

この規程は，平成２０年４月１日から施行する。 

 
附 則（平成２１年規程第８９号） 

この規程は，平成２１年１０月１日から施行する。 

 

附 則（平成２３年規程第３０号） 

この規程は，平成２３年４月１日から施行する。 

 
附 則（平成２４年規程第５４号） 

この規程は，平成２４年７月１日から施行する。 

 
附 則（平成２６年規程第１号） 

 この規程は，平成２６年１月２３日から施行する。 
 
   附 則（平成２７年規程第６８号） 

この規程は，平成２８年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成２８年規程第２９号） 

この規程は，平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年規程第１８号） 
この規程は，平成２９年４月１日から施行する。 
 

   附 則（平成２９年規程第８４号） 
この規程は，平成３０年１月１日から施行する。 

 
   附 則（平成３０年規程第３７号） 

この規程は，平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３０年規程第４９号） 

この規程は，平成３０年４月１日から施行する。 

 

   附 則（令和元年規程第３６号） 
 この規程は，令和２年１月１日から施行する。 
 

附 則（令和２年規程第３号） 



この規程は，令和２年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和２年規程第１６号） 
 この規程は，令和２年４月１日から施行する。 

 

  附 則（令和２年規程第３４号） 

この規程は，令和２年４月１日から施行する。 

 
附 則（令和２年規程第３９号） 

 この規程は，令和２年５月１３日から施行する。 
 

   附 則（令和２年規程第４０号） 
 この規程は，令和２年６月１日から施行する。 

 
   附 則（令和３年規程第４号） 

この規程は，令和３年３月１日から施行する。 
 

附 則（令和３年規程第２８号） 

この規程は，令和３年１０月１日から施行する。 

 
附 則（令和４年規程第２９号） 

  この規程は，令和４年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和５年規程第２８号） 
 この規程は，令和５年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和６年規程第１６号） 
この規程は，令和６年４月１日から施行する。 



別表第１（第５条関係）

分　　　類 種　　　目 備　　　　考
固定資産 有形固定資産 土地 敷地

宅地
田
畑
森林
原野
牧場
池沼
鉱泉地
墳墓地
海浜地
雑種地

建物 事務所建物
住宅建物
工場建物
倉庫建物
雑屋建物

建物附属設備 水道
下水
照明装置
冷暖房装置
ガス装置
通風装置
消火装置
通信装置
電信線路
電話線路
電力線路
気送管路
空気供給管路
昇降機
諸作業装置
雑工作物

構築物 門
囲障
水道
下水
築庭
池井
鋪床
照明装置
浄化装置
消火装置
煙突
貯槽
橋梁
土留
射場
岸壁
トンネル
軌道
無線電信柱
灯台
望楼
昇降機
ドック
竃及びろ
諸標
雑工作物

立木竹 立木竹 樹木，立木，竹
機械装置 電気機械

通信機械
その他

工具器具備品 電気機器
通信機器
工作機器
木工機器
土木機器
試験及び測定機器
荷役運搬機器
産業機器
船舶用機器
車両及び軌条
医療機器
特殊用途機器
雑機器

固定資産等分類表

※耐用年数が１年以上で１個又は１組の取得価額が５
０万円以上であるもの
※ファイナンスリースで借用した契約期間が１年以上
で，１件当たりのリース料総額が３００万円以上のも
の



図書 図書
美術品・収蔵品 美術品

収蔵品
船舶 船舶 水上運搬具を含む。
車両運搬具 車両運搬具
その他有形固定資産 航空機

研究用放射性同位元素
医療用放射性同位元素
その他有形固定資産

無形固定資産 借地権 借地権
鉱業権 鉱業権
漁業権 漁業権

特許権
商標権
実用新案権
意匠権
著作権
その他知的財産権

ソフトウェア ソフトウェア 耐用年数が１年以上で１個又は１組の取得価額が５０
万円以上であるもののうち，外部に業務処理等のサー
ビスを提供するためのもの，又は法人内の利用におい
て収益獲得又は費用削減が確実と認められるもの

その他無形固定資産 電話加入権
電話通信施設利用権
電気ガス供給施設利用権
水道施設利用権
その他無形固定資産 （地上権，地役権）

少額資産 電気機器
通信機器
工作機器
木工機器
土木機器
試験及び測定機器
荷役運搬機器
産業機器
船舶用機器
車両及び軌条
医療用機器
特殊用途機器
雑機器

※耐用年数が１年以上で１個又は１組の取得価額が１
０万円以上５０万円未満であるもの
※オペレーティング・リースで借用した５０万円以上
のもの
※ファイナンスリースで借用した５０万円以上のもの
のうち，有形固定資産に該当しないもの

知的財産権



別表第２（第９条関係）

不動産等 動産等

教育学部・教育学研究科 教育学部長 教育学部事務長

附属幼稚園 附属幼稚園長

附属小学校 附属小学校長

附属中学校 附属中学校長

附属特別支援学校 附属特別支援学校長

経済学部・経済学研究科 経済学部長 経済学部事務長

医学・病院事務部各課長

各講座担当責任者

各診療科長又は副科長

医学部長 各中央診療施設部長

医学部附属病院 各特殊診療施設部長

薬剤部長

看護部長

理工学部・工学研究科 理工学部長 理工学部事務長

福祉健康科学部・福祉健康科学研究科 福祉健康科学部長 福祉健康科学部事務長

グローカル感染症研究センター
グローカル感染症研究
センター長

研究推進部長

教育マネジメント機構
教育マネジメント機構
長

学生支援部長

研究マネジメント機構
研究マネジメント機構
長

研究推進部長

保健管理センター 学生支援部長 所長

地域連携プラットフォーム推進機構 学生支援部長 機構長

減災・復興デザイン教育研究センター 研究推進部長 センター長

学術情報拠点（情報基盤センター） 学術情報拠点長 副拠点長（情報基盤センター担当）

学術情報拠点（医学情報センター） 医学部長 副拠点長（医学情報センター担当）

学術情報課長（図書資料を除く。）

学術情報課情報サービス係長（図書資料）

学術情報課長（図書資料を除く。）

学術情報課医学情報サービス係長（図書資
料）

ＩＲセンター 総務部長 センター長

法人本部

別府職員会館

職員宿舎

国際交流会館 学生支援部長

他の資産管理区分に属さない地域
資産管理役の指定した
者

資産管理区分

使用責任者

学術情報拠点長

医学部長

医学・病院事務部を除く各課室長

※不動産等とは，固定資産のうち，土地，建物，建物附属設備，構築物，立木竹，船舶，その他有形固定資産
（航空機），無形固定資産（ソフトウェア，その他無形固定資産（電話加入権）を除く。）
※動産等とは，不動産を除く固定資産及び少額資産

事務局長

固定資産等補助執行区分表

附属学校会計係長

学術情報拠点（図書館）

学術情報拠点（医学図書館）

医学部・医学研究科


